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─「人と国家の関係」の法的形象をめぐって─
























































































































































り，「市民」は，Bügerinnen und Bürger である。市民は，女性形と男性
形の両方で記述されている。また，「ヨーロッパ連合市民権」は，
Unionsbürgerschaft であり，「各国の市民権」は nationale Staatsbürger-
schaftである。これらを英語およびフランス語と比較すると興味深いこと
が分かる。英語，フランス語では，「ヨーロッパ連合市民権」は，EU citi-
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